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はじめに 
 

本書は、「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/広東省における電力

需給調整アグリゲーションに適用可能なエネルギーマネジメントシステム実証事業」の個別テ

ーマの事後評価に係る報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第２９条に基づき

「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/広東省における電力需給調

整アグリゲーションに適用可能なエネルギーマネジメントシステム実証事業」事後評価委員会

を設置し、事業評価実施規程に基づき、評価を実施し、確定した評価結果を評価報告書としてと

りまとめたものである。 
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/広東省における電力需給調整アグリ

ゲーションに適用可能なエネルギーマネジメントシステム実証事業」個別テーマ／事後評価委員会 
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第 1 章 評価 
 
  



 

１．総合評価 
＜肯定的意見＞ 

・ 実証事業として以下の成果が得られており、高く評価できる。 

‐日本の優れたヒートポンプ技術であるターボ冷凍機と冷温同時取出ヒートポンプ、さらに

排熱回収のためのスパイラル熱交換器を、中国の工場に導入、設備更新を行って運用し、

目標を超える省エネ効果・CO₂削減効果を達成したこと。 

‐エネルギー供給の最適化を検討し、休止設備を活かすなどの方策によりさらなる省エネポ

テンシャルがあることを見出し、その定量的効果を明らかにしたこと。 

‐エネルギーデータをベースに生産プロセスの改善ができることを実証したこと、特に、生

産プロセスの改善は、経営陣はもちろん現場の協力・理解が必須であり、よく踏み込んで

できたと思われる。 

‐さらに、アグリゲーションの可能性を評価し、導入先のみならず電力会社にとってもメリ

ットがあることを明らかにしたこと。 

・ 今回の事業範囲においては、コロナ禍など不測の事態においても適切なマネジメントがな

され、十分な成果が得られたことは事業者の努力の結果と評価できる。また、事業内容で

は、単なる省エネではなく生産性の向上についてのサービスを提供するという総合的な事

業である点は独自性があってよい。中国における省エネ、CO₂削減というニーズは強く、

市場は大きいので事業として期待が持て、現地の協力企業や人の繋がりが構築できたこと

も大きな成果として評価できる。 
・ 熱源機器に日本製高性能機器が導入され、エネルギー供給最適化システムによる運転改善

項目の抽出、運転ガイダンスの構築によって省エネおよび CO₂排出量削減目標が達成さ

れており高く評価できる。特に、コロナ禍の中、1 年間の実証実験が行われたことは意義

が大きい。さらに、エネルギーマネジメントに基づく生産プロセス改善の提案は、工場稼

働率に直結するもので日本の技術を活かしており価値が高く、今後の他のサイトへの導入

においても活用可能と期待できる。デマンドレスポンスについては、現状、シミュレーシ

ョンだけであるが、エネルギー供給企業の協力が得られているとのことで、今後に期待し

たい。 
・ 本実証事業は意義、政策的必要性、NEDO 関与の必要性ともに妥当であり、かつ世界的

な脱炭素競争により、さらに必要性が高まっているものと位置付けられる。中国は CO₂

のピークアウトを 2030 年、ゼロカーボンを 2060 年に実現するというロードマップを掲

げており、省エネとともにエネルギーデータを工場の生産性向上につなげるシステム＆コ

ンサルティングは大きな可能性がある。 
・ エネルギー見える化の仕組みを導入することによって、省エネにとどまらず生産プロセス

改善効果まで実証しようという野心的な取り組みであり、生産工程での付加価値を提示・

訴求するための定量的な成果を十分に得ることができた点は大きく評価できる。 
・ 相手国との関係構築、実施体制、事業計画も妥当であり、新型コロナウイルスの影響によ

って中国への渡航が禁止されるなかでのリモート対応についても事前の備えによって俊

敏かつ適切に対応した。 



 

・ また広東省および上位の国家発展改革委員会と NEDO の連携のもと、日本と中国の政策

当局の支援の下でステアリングコミッティを設けた実証を行ったことは、将来的な普及に

とって有効と考えられる。 
・ 実証事業として目標とした成果が達成されており、提案の技術の優位性を証明することが

出来た。相手国の有力企業や有力意思決定機関と実務上の交流が順調になされ、相互理解

が深まり、将来のビジネス展開に有益な基礎を築いたと評価できる。機器単体ビジネスに

矮小化せずコンサル技術を含むパッケージシステムとして統合化したビジネスモデルも

高く評価できる。 
・ 現地パートナー企業および現地政府等との連携を通じて、複数工場での省エネ効果および

コスト削減効果を定量的に示したことは、日本技術による中国での省エネ貢献を後押しす

るという点で重要な成果である。ただ、エネルギーマネジメントによる省エネ・コスト削

減効果に関する成果だけでなく、中国での省エネ技術・サービスを事業化・普及展開して

いくための課題にまで踏み込んだ検討・検証が必要であり、今後の取り組みに期待する。 
＜今後に対する提言＞ 
・ 総合サービス技術（統合パッケージ）として今後の事業展開に大いに期待する。今回の相

手先である中国のみならず国内も含めて世界の工場・産業プロセスの省エネ・省 CO₂を

進めて戴きたい。その際に、何らかの形で NEDO のサポートが必要ではないかと思われ

る。 
・ ビジネスとして継続していくために、日本のノウハウを保持できるような日本側と中国側

の企業の事業体制、契約形態などを十分に検討して進めてもらいたい。 
・ ヒートポンプ、冷凍機の熱源機器は高性能であってもその運転性能は熱源流体（高温側、

低温側）の質に左右される。すなわち、水質、空気質が悪い場合、熱交換器性能の劣化を

招き、成績係数は著しく劣化する。日頃のメンテナンスが重要である。中国はいずれも管

理されているとは言えず、品質も悪い。個々の運転員の配慮や情報伝達も期待できない。

運転管理、メンテナンスに対する教育や運転マニュアルの文書化が必要と思われる。運用

最適化や生産プロセス改善についてのノウハウは開示すべきでない。 
・ ただし本格展開に向けたビジネスモデル、普及体制（販売体制）ともに今回の実証事業で

は有効な検証まで至らなかった。 
・ 同業他社へ普及する標準モデルとしては価格競争力を含めた商品設計、販売方法の両面で

検証不足であり、今後、フォローアップ事業を通じてシームレスに実効性のある検証を行

い、有効な事業モデルを確立することを期待する。 
・ また普及を見据えた GtoG 公認システムの実現についても、今後、より具体的で普及に向

けて実効性のある形を模索していただきたい。 
・ 今後も長期的なデータ収集を継続し、保守補修、運転員や作業者の教育を含め長期に事業

に関わることを支援するようなプロジェクトも国が主導して欲しい。また、このような事

業を相手国内のショーケースとして、広く周知広報することにも事業者を指導し支援して

欲しい。ビジネス展開には国際政治動向の影響を強く受けると思うが、技術者間の人的交

流の意義は大きく、人的交流が継続できるような取り組みも続けて欲しい。 



 

 
  

・ 本実証事業の成果およびネットワークを十分に活用しながら当面の展開先候補へのアプ

ローチを行いつつ、本技術・サービスの優位性を発揮・維持できる方策を具体化すること

が重要である。例えば、技術・対策面でのメニュー強化と効果向上、継続的なサービス提

供のための契約形態・ビジネスモデル、事業拡大・普及展開していくための方策（ノウハ

ウ、ツール、事業体制、制度、政策など）が考えられる。 



 

２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性 
＜肯定的意見＞ 
・ 国として省エネ推進に取り組んでいる中国の工場に、我が国の優れたヒートポンプ技術

等を導入し、生産プロセスの改善まで踏み込んで、工場全体および工場群の省エネ推進

と CO₂排出削減を図るという国際実証事業である。事業実施は大きな意義があり、

NEDO の関与は必須と思われる。 
・ 世界における CO₂排出削減の必要性及び中国における政策と今回の事業は一致してい

るので適切な事業であった。日本の強みを生かすことができ、国際的に日本の貢献をア

ピールすることができる事業であった。また、NEDO を交えた GtoG の体制は中国に対

しては特に有効と考える。 
・ 我が国の日本の高性能機器、ターボ冷凍機および冷温同時取出ヒートポンプが効果的に

導入され高い省エネルギー効果が実証されている。また、エネルギー供給最適化では、

エネルギーの流れの見える化によってオペレータに運転ガイダンスを行い、それに基づ

くシステム運転改善により高い省エネルギー効果が得られている。これは、オペレータ

の意識向上にもつながると考えられ、高く評価できる。中国での事業であり、企業間だ

けでは実施困難であったと考えられるが、NEDO と中国・国家発展改革委員会との

MOU、南網能源の理解、協力が得られていることは、今後の事業展開のためにも評価で

きる。 
・ 意義、政策的必要性、NEDO 関与の必要性ともに妥当であり、かつ世界的な脱炭素競争

により、さらに必要性が高まっている。 
・ エネルギー見える化の仕組みを導入することによって、省エネにとどまらず生産プロセ

ス改善効果まで実証しようという野心的な取り組みとして評価する。 
・ 国情の違いもあり私企業単独での中国へのアプローチは難しいため、本件は NEDO の

関与が必要な事業である。省エネ・CO₂削減の国際的な要請に応えるものであり、工場

の熱交換技術、計測制御技術、電力系統連系技術、総合制御技術を融合しパッケージ化

した点は高く評価できる。相手国側の南網能源は半国営電力会社南方電網の系列会社で

中国内での影響力も大きく、技術交流による相互理解は将来の事業展開の基礎となる。 
・ 本実証事業は、エネルギー消費大国である中国での省エネに貢献するものであり、日本

からの委託生産が多い業種であることから、国際連携による省エネに取り組むことの政

策的な意義は大きい。また中国においては、実証事業後の着実な技術普及をねらって、

NEDO 実証事業として現地のパートナー企業や政府との連携体制を構築し、定量的な成

果を明示するというねらいは重要である。 
＜改善すべき点＞ 
・ 日本が提供する知財の保護については、事業者だけでなく NEDO も官の立場からサポ

ートしていくのがよいと思う。 
・ 報告では、実証項目１について高性能機種の導入だけの印象であるが、エネルギー需要

に対する機器能力の選定も重要な課題であり、その選定条件と導入時の評価を日本国内



 

 
 
  

の記録として残しておくことが必要である。  
・ 同業他社へ普及する標準モデルとしては、商品設計、販売方法の両面で検証不足。今後、

フォローアップ事業を通じた実効性のある検証を期待したい。 
・ 保守補修や運転員の教育等までより長期にわたり関与し続けることが必要なのではない

か。事業継続まで見届けるようなプロジェクト支援の在り方も今後検討して欲しい。 



 

２．２ 実証事業マネジメント 
＜肯定的意見＞ 
・ 新型コロナウイルスの感染拡大による事業計画の変更など、様々な課題があったが、プ

ロジェクトとして、目標を超える省エネ効果・CO₂排出削減効果を達成している。事業

マネジメントが上手く行われた結果であり、高く評価できる。 
・ コロナ禍における様々な制限がある中で、機器の修理など不測の事態に対して適切な対

応がなされたと思われる。その結果、所定の成果が達成されており、良好なマネジメン

トが行われていたと評価できる。 
・ 通関手続き、コロナ禍の影響で事業に遅れが発生していたが、ほぼ 1 年間実証運転がな

されたことは、エネルギー供給システムへの季節の影響を考えると意義が大きい。今後、

同業種工場への展開に有利になると期待できる。 
・ 実証項目３は非常に興味深い内容である。このようなきめ細やかな対応が日本技術の特

長であると言え、継続的にデータ蓄積して他ユーザーへの応用につなげてほしい。紡績

工場の省エネ化だけでなく、工場の稼働率向上は日本のアパレル企業にとっても大きな

利益につながると考えられる。 
・ 相手国との関係構築、実施体制、事業計画ともに妥当であり、新型コロナウイルスの影

響によって中国への渡航が禁止されるなかでのリモート対応も事前の備えによって俊敏

かつ適切に対応した。 
・ 広東省および上位の国家発展改革委員会と NEDO の連携のもと、日本と中国の政策当

局の支援の下でステアリングコミッティを設けた実証を行ったことは、将来的な普及に

とって有効と考えられる。 
・ 相手国との信頼関係構築も良好であり、機器の据付調整から運用、監視制御まで、現地

でのトラブルを解決しながら全体として成功裏に実施できたことは評価できる。短い期

間のわりにはデータの収集もできており提案者間の連携も順調であったと思われる。 
・ 現地のパートナー企業や政府との連携により複数企業のサイトを選定して実証に取り組

み、運転管理・保守に関わるスキルが十分でない現場を巻き込んだ形で成果を上げるこ

とができた。また通常のプロジェクトマネジメントだけでなく、通関手続きやコロナ渦

に関わるトラブルにも関わらず実証期間内で目標を達成できたという点で適切に対応し

てきた。 
＜改善すべき点＞ 
・ 相手国との関係構築や実施体制の構築、現場での問題発生など、様々な課題をクリアし

ながらプロジェクトを進めてきている。成果として表には出にくいこれらに関連するノ

ウハウをきちんと蓄積し、今後に生かして欲しい。 
・ 通関手続きについては、予想と異なり時間を要していたが、こういった情報は今後の事

業においても生かせるように、他の事業に共有できる仕組みがあるとより効果的である。 
・ 本実証の貴重なノウハウが決して外部流出しないよう留意いただきたい。  
・ 普及を見据えた GtoG 公認システムの実現については、今後、より具体的で普及に向け

て効果のある形を模索していただきたい。 



 

 
 
 
  

・ 相手国との関係は良好であったが、これが南方電網の影響力や政府間の協定によって守

られたからできた可能性がある。厳しい入札競争などドライなビジネスシーンで、補助

金もない環境でも事業展開ができるかは未知数である。 
・ 今回のトラブル対応は他の実証事業にも参考になる内容であり、トラブル対応に関する

事例や手順書などとして整理して、参加企業に共有していく必要がある。 



 

２．３ 実証事業成果 
＜肯定的意見＞ 
・ 実証先の工場において、目標を上回る省エネ効果と CO₂排出削減効果を達成し、加えて

シミュレーションにより、さらなる省エネの可能性やアグリゲーションの可能性を明ら

かにしており、優れた成果が得られている。 
・ 当初の省エネ目標は達成されており、事業として成果をあげたことは評価できる。また、

現地の協力者などとのつながりが構築され、今後の事業への足掛かりがつけられたこと

も大きな成果といえる。デマンドレスポンスについては、実態に応じた定量化が行われ、

将来の運用のためのデータが得られたことも成果として評価できる。 
・ 熱源機器の更新、エネルギー供給プラント運転最適化システムの導入によって省エネと

CO₂削減の目標が達成されている。エネルギー供給プラント運転最適化システムでは、

オペレータに運転ガイダンスを行う方式としており、オペレータの教育、意識向上にも

つながると大いに期待できる。  
・ 単なる省エネにとどまらず、生産工程での付加価値を提示・訴求するための定量的な成

果を十分に得ることができた点は大きく評価できる。 
・ エネルギーデータから生産プロセスの改善を図る野心的なシステムパッケージについ

て、しっかりした裏付けデータを得ることができた。 
・ 実証事業として目標を達成しており、機器としてまたシステムとして技術的な優位性を

明らかにできた。省エネと CO₂削減の目標も達成されており、エネルギーフローからの

故障検出も成功している。DR 実証では結果は自明であるが、実データを使った感度分

析まで実施しており評価できる。 
・ 実証期間が当初想定よりも短くなったものの、定量的な目標を達成しており、本実証に

よるアプローチの有効性を成果として示すことができた。特に、生産改善によるコスト

削減効果が大きく、本実証技術の想定ユーザーに対して優れた投資対効果を定量的に示

せることで、本実証技術・サービスの導入・普及、ひいては省エネ貢献につながるもの

と期待される。 
＜改善すべき点＞ 
・ 現地での調達が難しい機器の選定については、メンテナンスや修理などもあるので採用

時に十分考慮して決定してほしい。 
・ 中国では、熱源機器の運転環境が良いとは言えず、日々のメンテナンスが重要となる。

継続性を確保するためにも、細かなマニュアル化と周知徹底が必要である。流路が閉塞

し難いことを理由にスパイラル熱交換器が適用されているが、汚れなどの不具合時に分

解、洗浄可能なプレート熱交換器も検討しては如何かと思います。 
・ 高性能の機器を導入し高度に連系された計測制御システムで運用したのだから、コスト

削減と CO₂削減に良い成果が出るのは自明であるとも言える。高い IRR も算定されて

いるが、実際に今後この種のシステムが補助金なしで中国で売れるか、買ってもらえる

かという点は未知数である。 
・ 事業化においては中国の地域事情に伴う各種課題があると想定されることから、省エネ



 

 
 
 
  

効果やコスト削減効果に関わる技術面の実証成果だけでなく、事業化・普及展開に関わ

る懸念事項や検討課題などに対する実証内容および成果を評価することも重要ではな

いか。 



 

２．４ 事業成果の普及可能性 
＜肯定的意見＞ 
・ 実証結果に関し、導入先から高い評価を受けており、また人的ネットワークも構築され

つつあるようである。今後の事業展開が大いに期待できる。 
・ 省エネルギー、CO₂削減という事業は、今後中国において大きなニーズ・市場があると考

えられるが、さらに、生産効率の向上を図るサービスをパッケージ化することで独自性

を出している点は評価できる。また、現地で協力が得られる企業や人の繋がりが構築で

き、新たな導入対象などの目算もつけられているので、今後の展開が期待される。さら

に、本事業のノウハウは、他のアジア諸国においても活用可能と考えられ、今後の他国で

のビジネス展開も期待できる。 
・ エネルギー診断に基づく生産プロセス改善は、非常に興味深い。現状では、ケーススタデ

ィが少ないためか、目立った効果が得られていないが、工場の稼働率を上げることは日

本のアパレルメーカーの利益に直結することでもあり、継続的に取り組んでほしい。ま

た、紡績メーカーだけでなく他業種への展開も期待するところである。エネルギーシス

テム運用最適化と生産プロセス改善は、他国においてもエネルギーシステムの運用の教

育に役立つと期待できる。 
・ 日本国内の優れた技術を相手国内での運用を含めて実証し、実際に見てもらい、運用し

てもらうことで理解してもらえたと評価できる。有力企業や決定権のある電力会社とそ

の関連会社と実務を通じて相互交流ができ、双方の成功体験になった点も評価できる。

機器単体レベルの販売に矮小化せず、コンサル技術を含むパッケージシステムとして統

合化し、技術流出を防ごうとしていることもビジネスモデルとして今後の規範にもなろ

う。 
・ 経営層に対して高い投資対効果を発揮する技術・サービスであることを実証データで提

示できる、現地パートナー企業との連携体制による営業チャネル等の現地リソースをも

つという実証事業の成果に加えて、本実証の対象業種において日系企業との取引を有す

る工場が相当程度あるという点で、今後の事業展開を進められる状況にある。 
＜改善すべき点＞ 
・ 現地企業との契約体系・事業体制などが不確実なので、今後ビジネスを進めるにあたっ

て明確にする必要がある。特に、日本の分析ノウハウなどの知財の保護を確実にすると

いう点が本ビジネスの持続性を高めることになるので、充分に検討して進めてほしい。 
・ 中国においては、日本企業が継続的に関与するためには、エネルギーシステム運用最適

化と生産プロセス改善の進め方に依存すると考えられる。事業の改善意見ではないが、

手の内を見せぬよう、システム運用者にその価値を示すことが重要と考える。  
・ 国情や制度の異なる大国とのビジネスではあるため、アプローチの仕方が他の東南アジ

ア諸国等と異なるかもしれないが、価格競争力が他の先進国の事業者と比較して優位性

があるのか、という点については検討が十分ではなかった。欧米の事業者がより安価な

システムを提供できるのではないかという危惧が残る。 
・ 次の展開先に関する具体的な検討はされているものの、省エネ・コスト削減のための単



 

 
 
 

なる技術・システム導入にとどまらずに継続的なサービスとして維持・展開していくた

めの方向性を早期に具体化する必要がある。現地パートナー企業との連携のもと、どの

ようなビジネスモデル・役割分担（営業・設計・製造・施工・運営管理など）で Win-Win
関係を構築し、日本が提供できる技術・サービスの優位性を維持・強化していくのかが重

要な検討課題として考えられる。 



 

３．評点結果 
 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性 2.7 A A B B A A 
２．実証事業マネジメント 2.2 A B B B B B 
３．実証事業成果 2.7 A A B A B A 
４．事業成果の普及可能性 1.8 A B B C C B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
 

〈判定基準〉   
１．事業の位置付け・必要性  ３．実証事業成果 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

 ・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

  
２．実証事業マネジメント  ４．事業成果の普及可能性 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

 ・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

1.8 

2.7 

2.2 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．事業成果の普及可能性

３．実証事業成果

２．実証事業マネジメント

１．事業の位置付け・必要性



 

 

 

 

 

 

第２章 評価対象事業に係る資料 

 



















































 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 評価の実施方法 
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／ 
広東省における電力需給調整アグリゲーションに適用可能なエネルギーマネジメントシ

ステム実証事業」個別テーマ／事後評価に係る評価項目・基準 
 

 

１．事業の位置付け・必要性 

(1) 意義 

・ 対象技術について、国際的な技術水準や競合技術の状況が適切に分析され、我が国が

強みを有するといえるものであったか。 

 

(2) 政策的必要性 

・ 案件の発掘、実証要件適合性等調査及び実証前調査でのプロポーザル、実証での売り

込みなどのフロー全体を通じて、我が国の省エネルギー、新エネルギー技術の普及が

促進され、世界のエネルギー需給の緩和を通じた我が国のエネルギーセキュリティの

確保に資するものであったか。また、温室効果ガスの排出削減に寄与するものであっ

たか。 

・ 当該フロー全体を通じて、技術の普及に繋がる見通しが立っていたか。 

・ 同時期以前に同じ地域で、同じ技術の実証や事業展開がなされていなかったか。 

・ 日本政府のエネルギー基本計画等の政策の趣旨に合致していたか。 

・ 対象国政府との政治・経済的な関係を考慮した効果的なアプローチとなっていたか。 

  

(3) NEDO 関与の必要性 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、公的

資金による実施が必要とされるものであったか。とりわけ、技術的な不確実性の存在、

普及展開を図る上での運転実績の蓄積、実証を通じた対象国における政策形成・支援

の獲得など、実証という政策手段が有効であったか。 

・ 採択時点で想定していた事業環境や政策状況に関する将来予測・仮定について、実証

終了時点の状況との差異が生じた要因を分析した上で、採択時における将来予測・仮

定の立て方が妥当であったか。また、将来予測・仮定の見極めにあたり今後どのよう

な改善を図るべきか。 

 

２．実証事業マネジメント 

(1) 相手国との関係構築の妥当性 

・ 対象国と日本側との間で、適切な役割分担及び経費分担がされたか。 

・ 対象国において、必要な資金負担が得られていたか。 

・ 対象国における政府関係機関より、電力、通信、交通インフラ、土地確保等に関する

必要な協力が得られたか。今後の発展に資する良好な関係が構築できたか。 

・ 当該実証事業は、対象国における諸規制等に適合していたか。 
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(2) 実施体制の妥当性 

・ 委託先と対象国のサイト企業との間で、実証事業の実施に関し協力体制が構築された

か。サイト企業は必要な技術力・資金力を有していたか。 

・ 委託先は、実証事業の実現に向けた体制が確立できていたか。当該事業に係る実績や

必要な設備、研究者等を有していたか。経営基盤は確立していたか。 

 

(3) 事業内容・計画の妥当性 

・ 実証事業の内容や計画は具体的かつ実現可能なものとなっていたか。想定された課題

の解決に対する方針が明確になっていたか。 

・ 委託対象経費について、費用項目や経費、金額規模は適切であったか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化に向けた取組が適切に検

討されていたか。 

・ 事業の進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏か

つ適切に対応していたか。 

 

３．実証事業成果 

(1) 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（省エネ又は代エネ・CO2 削減効果を含む） 

・ 事業内容・計画目標を達成していたか。 

・ 未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把握し、

この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるものであった

か。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られていたか。 

・ 設定された事業内容・計画以外に成果があったか。 

・ 実証事業に係る省エネ効果又は代エネ効果、CO2 削減効果は妥当な水準であったか。 

 

４．事業成果の普及可能性 

(1) 事業成果の競争力 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において需要見込みがあるか。将来的に市場の

拡大が期待できると考えられるか。（調査実績を例示できることが望ましい。） 

・ 普及段階のコスト水準や採算性は妥当と考えられるか。また、実証事業終了後から普

及段階に至るまでの計画は、事業化評価時点のものより具体的かつ妥当なものになっ

ていると考えられるか。（事業化評価段階時に報告確認された売上と利益見込みが更

新されているか。） 

・ 競合他者に対する強み・弱みの分析がなされているか。特に、競合他者に対して、単

純な経済性だけでない付加価値（品質・機能等）による差別化が認められるか。 

・ 想定される事業リスク（信用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスク、規制

リスク等）が棚卸されているか。その上で、これらリスク係る回避策が適切に検討さ

れているか。 
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(2) 普及体制 

・ 営業、部材生産、建設、メンテナンスなどの役割分担毎に、技術提携や合弁会社の設

立など、ビジネスを実施する上での体制が検討されているか。（既に現地パートナー

との連携実績がある、現地又は近隣地に普及展開のための拠点設置につき検討されて

いることが望ましい。） 

・ 当該事業が委託先の事業ドメインに合致している、又は経営レベルでの意思決定が行

われているか。 

 

(3) ビジネスモデル 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高

いビジネスプランが検討されているか。 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及に資する営業活動・標準化活動

が適切に検討されているか。 

・ 日本企業が継続的に事業に関与できるスキームとなっていることが見込まれるか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化を考慮したビジネスプラ

ンが検討されているか。 

 

(4) 政策形成・支援措置 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及のために必要な政策形成・支援

措置が検討されているか。 

 

(5) 対象国・地域又は日本への波及効果の可能性 

・ 当該技術の普及が、対象国・地域や日本におけるエネルギー問題、二酸化炭素排出、

インフラ整備、雇用、人材育成等、各種課題の解決への貢献又は波及効果が期待でき

るか。 

 


